
平成16年11月16日平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 日 本 精 線 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東  大

コ ー ド 番 号 565 9 本社所在都道府県 大 阪 府

（ＵＲＬ http://www.n-seisen.co.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 浅 香 　 文 昭
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 経 営 管 理 部 長

氏 名 岸 木 　 雅 彦 Ｔ Ｅ Ｌ(     )06 6222－5432

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 16日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 16年 12月 10日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       10,663    17.6         971   159.4         993   157.9
15年 9月中間期        9,067     2.4         374    10.7         385    13.0

16年 3月期       18,720－          901－          919－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期          532   182.3          19.02
15年 9月中間期          188   △37.3           6.73

16年 3月期          494－          17.00

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期     27,999,241株 15年 9月中間期     28,007,097株
16年 3月期     28,005,906株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           2.50－ 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           1.50－

16年 3月期 －           4.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       22,549       11,662     51.7        416.56
15年 9月中間期       20,851       10,812     51.9        386.09

16年 3月期       21,932       11,225     51.2        400.88

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期     27,996,442株 15年 9月中間期     28,006,014株
16年 3月期     28,002,349株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期         25,026株 15年 9月中間期         15,454株
16年 3月期         19,119株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       20,600       1,630         910          2.50          5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          32円50銭

【 注 １ 】 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
【 注 ２ 】 上 記 予 想 は 現 状 で の 見 通 し で あ り 、 今 後 の 状 況 変 化 に よ っ て は 異 な る 業 績 結 果 と な る こ と
　 　 　 　 も 予 想 さ れ ま す の で ご 了 解 願 い ま す 。 な お 、 詳 細 は 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。



中　間　貸　借　対　照　表

(単位：百万円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　債　及　び　資　本　の　部

　　　　　期別 前中間期末 当中間期末(A） 前期末(B) 増減 　　　　　期別　 前中間期末 当中間期末(A） 前期末(B) 増減

15.9.30現在 16.9.30現在 16.3.31現在 （A）－（B） 15.9.30現在 16.9.30現在 16.3.31現在 （A）－（B）

20,851 22,549 21,932 617 10,038 10,887 10,707 180 

9,680 11,306 10,616 689 6,690 6,814 7,162 △347 

921 1,293 1,254 38 145 170 167 3 

3,536 4,444 3,949 494 3,073 3,821 3,712 109 

1,963 2,246 2,158 88 1,300 750 550 200 

40 40 40 0 

1,367 1,374 1,204 169 

368 516 665 △149 212 191 185 5 

1,031 1,072 998 74 136 138 132 5 

178 200 220 △19 287 467 545 △77 

272 118 125 △6 61 61 52 9 

△0 △1 △1            - 4 20 31 △10 

11,171 11,243 11,315 △72 25 62 45 17 

8,029 7,677 7,864 △186 340 360 360            -

建 物 2,503 2,423 2,478 △54 1 0 1 △1 

構 築 物 307 305 320 △15 3,348 4,072 3,544 527 

機 械 装 置 3,518 3,247 3,364 △117 595 825 539 285 

車 両 運 搬 具 15 12 12 0 2,671 3,164 2,908 256 

工具 器具 備品 106 108 104 3 81 82 96 △13 

土 地 1,576 1,576 1,576            -

建 設 仮 勘 定            - 3 6 △2 10,812 11,662 11,225 436 

20 54 45 9 4,062 4,062 4,062            -

ソフトウ ェア 2 36 27 8 3,435 3,435 3,435            -

電話加入権等 18 17 17 0 3,435 3,435 3,435            -

3,121 3,511 3,406 105 3,127 3,835 3,391 444 

投資有価証券 729 1,058 1,067 △9 359 359 359            -

関係会社株式 1,207 1,121 1,121            -

長 期 貸 付 金 21 17 21 △3 

長期前払費用 6 21 21 0 95 90 95 △4 

繰延税金資産 998 1,127 1,020 107 2,250 2,450 2,250 200 

そ の 他 157 165 154 10 

189 334 340 △5 

△2 △6 △3 △2 

20,851 22,549 21,932 617 20,851 22,549 21,932 617 

△608 

31 

655 391 904 

           -

248 

1,378 1,102 770 

合計

退職給 付引 当金

投資その他の資産

損 失 準 備 金

利益剰余金

海 外 投 資 等

無形固定資産

合計

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資　 本 　金

資 本 準 備 金

別 途 積 立 金

中 間 未 処 分 利 益

又 は 当 期 未 処 分 利 益

圧縮記 帳積 立金

そ の 他

有形固定資産

長 期 借 入 金

固 定 負 債

賞 与 引 当 金

(資本の部）

未 払 法 人 税 等繰 延 税 金 資 産

未 払 消 費 税 等そ の 他

役員退職慰労引当金

前 受 金貸 倒 引 当 金

預 り 金固 定 資 産

製 品 長 期 借 入 金

材 料 ・貯 蔵 品 未 払 金

　科目 　科目

(資産の部） (負債の部）

流 動 資 産 流 動 負 債

受 取 手 形 買 掛 金

現 金 預 金 支 払 手 形

売 掛 金 短 期 借 入 金

31 31 

資本剰余金

利 益 準 備 金

有 価 証 券 一 年 以 内 返 済

仕 掛 品 未 払 費 用

－１６－



中　間　損　益　計　算　書

(単位：百万円）

前中間期(B) 当中間期(A) 増減 増減率 前期

15.4.1～15.9.30 % 16.4.1～16.9.30 % (A)－(B) (%） 15.4.1～16.3.31 %

〔経　常　損　益 〕

営業損益

9,067 100.0 10,663 100.0 1,595 17.6 18,720 100.0

7,401 8,402 1,001 15,253 

1,292 1,289 △2 2,565 

　営業利益又は営業損失(△)営 業 利 益 374 4.1 971 9.1 596 159.4 901 4.8

営業外損益

営業外収益 40 45 5 75 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7 13 5 9 

そ の 他 収 益 32 32 0 66 

営業外費用 29 24 △5 57 

支 払 利 息 18 12 △6 34 

そ の 他 費 用 11 12 0 22 

経 常 利 益 385 4.2 993 9.3 608 157.9 919 4.9

〔特　別　損　益 〕
特別利益 20 -　 △20 37 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5 -　 △5 5 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 15 -　 △15 32 

特別損失 33 100 67 88 

固 定 資 産 除 却 損 33 99 66 84 

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 -　 1 1 -　

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -　 -　 -　 4 

289 443 154 646 

△106 △83 22 △272 

203 371 168 203 

-　 -　 -　 42 

430 百万円 395 百万円 △35 百万円 874 百万円

2.65.0 343 182.3 494 

655 

371 4.1 892 8.4 520 140.1 867 4.6

減 価 償 却 実 施 額

391 904 

(注）有形固定資産

中 間 未 処 分 利 益
又 は 当 期 未 処 分 利 益

売 上 高

　　　科目

　　　　　　　　　　　期別

売 上 原 価

532 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 中 間 純 利 益
又 は 税 引 前 当 期 純 利 益

512 

中 間 純 利 益

中 間 配 当 額

又 は 当 期 純 利 益
188 2.1

前 期 繰 越 利 益

－１７－



(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）

1. 資産の評価方法及び評価基準
・ ・ ・ ・ ・総平均法による原価法
・ ・ ・ ・ ・満期保有目的債券　　　　…　償却原価法（定額法）

子会社及び関連会社株式　…　移動平均法による原価法　
その他有価証券
　　時価のあるもの       　…　中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　時価のないもの　　　…　移動平均法による原価法
2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・ ・ ・ ・定率法〔建物(建物附属設備を除く）のみ定額法 〕
無形固定資産 ・ ・ ・ ・定額法

3. 引当金の計上基準
・ ・ ・

・ ・ ・支給見込額
・ ・ ・

会計基準変更時差異 … 15年による均等額を費用処理
過去勤務債務 … 発生年度に全額を処理
数理計算上の差異 … ５年による定額法により翌期から費用処理

・ ・ ・役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額
4. 外貨建資産負債の換算基準 ・外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しています。
5. ・ ・ ・

6. ・税抜方式によっています。

(注　記　事　項）
前 中 間 期 当 中 間 期 前　　　　期

1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円 百万円
2. 保証債務 百万円 百万円 百万円
3. 担保に供している資産 (有形固定資産：工場財団） 百万円 百万円 百万円
4. 子会社との取引高

百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円

227
942
54

仕 入 高
営業取引以外の取引高

560
24

476
26

107

一般債権　      　 …　貸倒実績率
貸倒懸念債権等　…　回収不能見込額

　　　　　　                    　　　　　（評価差額＝全部資本直入法、売却原価＝移動平均法）

売 上 高 128

役員退職慰労引当金

21,160
821

リー ス取 引 の 処 理

消費税等の会計処理方法

退職給付引当金

たな卸資産
有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金
当中間期末において発生していると認められる額（当期末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づく）

21,234
798

4,103 4,0143,911
720

21,360

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっています。

－１８－


